
高等教育フォーラム　第３号抜刷　平成25年３月

（書評・文献紹介）
書評・上杉道世『大学職員は変わる─東大SDトータルプランの実践─』 
─大学職員像の変容と専門職員の類型をめぐる論点を中心に─

児玉　英明



高等教育フォーラム　Vol. 3, 2013

Vol. 3（2013） 109

書評・文献紹介

１．はじめに
　評者が民間企業から大学職員の世界へ転身して感じた
ことは、大学職員は内向き志向であるということだった。
マネジメントというものは、企業だろうが、大学だろうが

「問題発見・問題解決の積み重ね」であると評者は理解し
ている。しかし、あまりに極端な内向き志向、つまり、「外
からどのように見られているのか」についての鈍感さは、
そこで働く職員の問題発見能力の育成を阻害し、結果と
して問題発見・問題解決の積み重ねを苦手とする組織が
できてしまう。
　長年かけて形成されてきた内向き志向は、そう簡単に
は変わることのない体質のようなものである。その内向
き志向にターゲットを合わせて、辛抱強く展開されるSD
プログラムが、十分に開発されていないことに評者は問
題意識を持ってきた。
　SDに関する書籍や研修会には、様々なものが登場して
きており、大学職員の中には大学院へ進学して高等教育
論を学ぶ者も現れている。しかし、そこで展開されている
高等教育論は、職員が学ぶにふさわしい内容なのだろう
か。大学院で教えられている高等教育論が、必ずしも大学
職員に対する研修プログラムとして機能しているとは限
らない。その理由は、一般的な高等教育論は、教育学とし
ての高等教育研究であり、経営学としての高等教育研究
は日本では立ち遅れている。大学を取り巻く環境が変わ

れば、高等教育研究の分析視角も変わるのは当然であり、
今後は経営学、そのなかでも経営組織論をベースにした
研究へシフトするだろう。従来の高等教育論は、教育社会
学者が主要な担い手であったが、今後は経営組織論を研
究している者が高等教育論の研究を始めたり、途上国の
市場経済化を基層社会との拮抗の中で研究している者が
高等教育論の研究を始めるなど、多様なアプローチが描
けるかもしれない。
　評者が考えるSDプログラムは、大学職員の内向き志向
に訴えかけるプログラムであり、そこで参考となるのは
組織風土改革に焦点を合わせた「組織論としてのSDプロ
グラム」である。その一事例として、上杉道世『大学職員は
変わる─東大SDトータルプランの実践─』に描かれた取
組みを読み解いていく。

２．マネジメントは問題発見・問題解決の積み重ね
　繰り返すがマネジメントというものは、問題発見・問題
解決の積み重ねである。大学職員の職能開発の目的がマ
ネジメント能力の向上にあるならば、研修のあり方も、著
名な教授の講演をありがたく拝聴するのではなく、リア
リティのある課題を設定して、役職にとらわれることな
く率直に議論する「課題解決型のSD研修会」に切り替え
ていかなければならない。
　上杉の記述にもあるように「研修会も貴重な機会であ
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る。東大では幸い新人から課長まで各階層別の研修が
整っていたので、中身を変えた。偉い人の講話を聞く方式
は極力少なくし、課題を設定して解決策を議論し提案す
るタイプを増やした」１）のだという。「18年度は、全学的な
取り組みを継続して、提案募集を行うとともに、各現場で
改善を自ら提案し、企画し、実施するという自律改善課題
の募集も行った。改善提案募集では97件の応募があり、
自律改善課題では25件の応募があった。特に自律改善課
題の取り組みには優れたものが多かった。これらの提案
について、多くの職員が参加する業務改善ワーキング・グ
ループで検討し、具体化した。優れた取り組みを選定した
上で、業務改善総長賞表彰式を安田講堂で行い、総長の講
演と入賞した職員からのプレゼンテーションが行われた。
安田講堂の歴史上初めて、職員が『私はこういう仕事をし
ました』と胸を張って壇上から発表する光景が見られ
た」２）。
　「各現場で改善を自ら提案し、企画し、実施するという
自律改善課題の募集を行った」３）とあるが、本来であれば、
このような問題発見・問題解決が当たり前にできる職場
にならなければならない。しかし、東京大学の事例にもあ
るように、まずは執行部が事務職員に対して自律改善の
応募をかけることから始めている。つまり、問題発見能力、
問題解決能力の発現を、職員の内発性に求めたのではな
く、まずは「自律改善課題の募集」という形で、執行部が外
発的に仕掛けているのである。

３．名前と存在感のある職員になる
　評者の立場は前任校では教員だった。それが職員に変
わって、何に驚いたかというと、例えば、職員として会議
に企画書を出す場合、または業務の報告をする場合、その
書類に執筆者の名前を付さないことである。そこでは、執
筆した部署のみが記され、時には部署すら記していない
書類も散見されるが、執筆した職員本人の名前が付され
ることはほとんどない。評者が教員の時は、自分が作成し
た企画書に名前を付すことは当然であったが、職員とし
て企画書を作成するとなると名前を付さなくなる。これ
は、なぜだろうか。
　その理由としては、特定の職員が功績をあげることを
良しとしない職員組織の行き過ぎた年功序列や教員に対
する無用の遠慮があるからだろう。確かに職員は、教員に
比べてチームで働くことは多いが、チームで働くにして
も個人の名前が全く出てこないことは不自然であり、こ
のような組織風土は、結果として、主体性を持った大学職
員の育成を阻害している。

　ただし、これも風土とか文化というようなものであり、
そこで働いている大学職員が評者と同じような問題意識
を持っているとは限らない。企画書に名前を付さないこ
とは、そこで新卒として就職して以来、今日まで長く働い
ている職員にとっては当たり前のことであり、その事態
に疑問を感じさせることは難しい。
　「業務の中で職員の名前が見えてこない」というのは、
評者が勤務する大学だけではなく、どうやら東京大学で
も事情は同じようである。上杉は「事務職員等の人事・組
織・業務の改善プラン」の中で、「名前と存在感のある職員
になる」４）という節を設け、次のように述べている。「現在
の職員は自分の名前を持たない存在になっている。教員
からは、『事務は、』と言われ、『○○係は、』と言われる存在
に甘んじている。実際に名刺さえ持たない職員も見られ
る。このため17年度には全員に名刺を100枚ずつ支給し
た」５）。
　この記述を読んで、評者が驚いたのは、東京大学の事務
職員の中には、名刺を持たない職員もおり、名刺が経費か
ら支給されていないという状況である。
　「平成17年度には、全ての職員に名刺を持たせた」６）と
いう記述があるが、名刺を作らない、または作ろうとしな
いという組織風土は、大学職員の世界がそれだけ内向き
志向であり、大学外の人との接点が極めて乏しいことを
物語っている。「大学職員は内向き志向である」という評
者の実感は、あながち外れてはいないのだということを
実感する。
　名刺を作らないという組織風土を改善し、大学職員の
主体性を育成するために、上杉は「事務職員等の人事・組
織・業務の改善プラン」の中で、はっきり明言している。

「今後は『○○チームの上杉がこう判断します。』と言うべ
きである。メールにも発信者の個人の名前を明記する。文
書にも立案者の名前を明記する。（「上杉プラン」など）そ
れぞれの仕事について責任を明らかにし、誰の業績であ
るのかも明らかにすべきである」７）。
　上杉の記述を読むと、大学職員の問題は内向き志向の
問題であり、これは長年かけて形成されてきた組織風土
の問題であるという想いを強くする。そうだとすれば、職
員改革とは相当に時間のかかる取組みであり、その組織
風土にどっぷりと浸かった職員だけでは改革は難しく、
そこには必ず内部の改革者と志を同じくする外部の改革
協力者が必要となる。

４．「学習する組織」における改革者と部外者の協働
　大学職員は内向き志向であると述べたが、これは言い
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換えれば、大学で働く既存の職員の中から、組織風土改革
について問題意識を抱いて行動する人間が、きわめて出
現しにくい状況を物語っている。「外から自分の大学がど
のように見られているのか」という感覚の鈍さゆえに、既
存の大学職員の中から組織風土の改革者が現れる可能性
は低く、仮にあらわれたとしても、その改革者は組織の中
では極めて少数で、特異な存在であるため、改革を進めよ
うとすれば必ず部外者の協力をあおぐ必要があろう。
　京都産業大学の教育支援研究開発センターに所属する
専任職員は、SDの見識もあり、組織風土改革に関する問
題意識も高い。評者が感じるのは、SDや組織風土改革に
関心のある職員は、大学コンソーシアムや大学教育関連
学会など、学外の教職員と交流する機会を意識的に作っ
ている者という共通点がある。
　専任職員とはタイプの異なった「専門職員という部外
者の協力」を得てこそ、組織風土改革の議論が進むという
現実は否めないだろう。極度に内向き志向で、外部からど
のように見られているのかについての関心が低い組織の
風土改革を進めていくためには、必ず、「改革協力者とし
ての部外者」との協働が必要になる。
　SDや組織風土改革に関心の高い専任職員がいるとし
ても、私立大学には、「建学の精神がそれぞれ異なる大学
を比較するのは適していない」という考え方や、また「専
任職員の自校出身者比率の高さ」など、これらの要素を内
包している組織ゆえに、改革を進める際には必ず部外者
の協力を仰ぐ必要が出てくる。この「改革者と部外者」と
いう視点は、経営組織論の中で登場してくるものであり、
実際に職員改革が進んでいるように見える大学のキー
パーソンは、学外から招いた人間（高等教育の専門職とし
ての部外者）であることはよくある。
　実際に、大学で展開されている組織風土改革を理論化
しようと思えば、「改革者とその協働者としての部外者」
という視点に重点を置いた、経営組織論をベースとした
SDプログラムの開発が求められるのではなかろうか。内
向き志向の強い大学職員の組織風土改革を進めるのであ
れば、既存の専任職員の内発的な改革欲求のみに期待す
るのは現実性が乏しく、改革を実質化するためには「内発
的な改革欲求を持った改革者としての既存の専任職員」
と「改革協力者として学外から招いた専門職員」の協働が
必要になる。
　評者が所属する教育支援研究開発センターでは、SD
プログラムを開発する際に、「学習する組織」をキーワー
ドに掲げている。内向き志向の職員に働きかけるSDプロ
グラムは、長く時間のかかるものであり、「辛抱強い対話

の継続」を繰り返していくしかないというのが教育支援
研究開発センターの課員に所属する共通認識となりつつ
ある。
　教育支援研究開発センターの教職員は、学部の教職員
との対話を重視しており、様々な機会を見つけては、頻繁
に学内の部局を訪問している。「対話を重視して各部局と
いう現場に出向く」という時間のかかる、泥くさい活動の
積み重ねが組織風土改革につながるのだろう。
　上杉も対話を重視した事務組織改革を志向しており、
教育支援研究開発センターのスタンスとも共通している。
上杉も述べるように、組織風土改革を着実に進めるため
には、継続的にフェイス・トゥ・フェイスの対話を積み重
ねるしかない。上杉も「何とかして情報流通をよくし、意
思疎通を円滑にしたいと考えた。そのためには役員室に
こもっているのではダメで、現場へ出ていかなければな
らない」８）、「毎年一度全部局長を訪問し、主に人事の意見
交換をするのだが、話は当然様々に広がり、幅広い議論と
なる。事務室もできるだけ回って雰囲気を把握した。もち
ろんそれだけでは分からないので、様々な行事などの機
会を利用して部局の職員と直接対話するようにした。多
くの職員たちはこちらから話しかければ喜んでいろいろ
話してくれるものである。一昔前まではヒラ職員が事務
局長と直接話をするなんてとんでもないことだ、といっ
た雰囲気があったようだが、そんな見えない壁は打ち破
らなくてはならない」９）と述べている。
　内向き志向の組織風土改革を目的とするのであれば、
参考にすべきは、「学習する組織」の理論など、経営組織論
の先行研究だろう。「学習する組織」という概念を評者は
ピーター・センゲの著作から学んだが、その著作のひとつ
である『フィールドブック学習する組織「10の変革課
題」』の中に、印象的な記述がある。この記述は内向き志向
の職員の組織風土改革に焦点を合わせるならば、改革を
進めるにあたって、どのような心構えを持つ必要がある
のかを端的に語っている。
　「内部の人間が自分たちの文化の強みと限界を見極め
るのは難しい。組織文化の変革プロジェクトの成功例で
は、最初から、内部の人間と外部の人間がチームになって
活動している。そして、それぞれのメンバーが状況に関す
る重要な見解を持っている。外部からの協力者は、何も文
化人類学者や値の張るコンサルタントである必要はない。
会社の中のひとつの部署で働く有能な組織開発のスペ
シャリストは、その会社の別の部署にとって『外部の人』
の役割を果たすことができる。こういったすべてのこと
が、複雑で多くの時間がかかるように感じられるなら、あ
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なたのその判断は正しい。しかし、問題への取り組みとし
ては、これに代わるやり方は存在しない。文化というもの
は複雑かつ強力で、根深くいつまでも変わらないもので
ある。しかし、思考、分析の末に、その行動パターンを理解
できれば、文化を進化させることは可能である」10）。

５．愛校心と内向き志向
　評者が常々感じているのは、大学職員を対象としたSD
プログラムには、ピーター・センゲに代表されるような

「学習する組織」といった経営組織論をベースにしたもの
が少なすぎるのではないかということである。なぜ、少な
いのかといえば、組織風土に関する問題は当の本人に
とっては当たり前すぎて問題意識が持ちにくく、また私
立大学の職員の中にはその大学の卒業生が多くを占める
こともあり、組織風土の体現者でもあり、その組織風土が
好きだからこそ卒業後も母校に勤めるからである。
　ここで留意しなければならないことは、いわゆる共通
認識としての「校風」と、卒業生比率の高い職員組織が醸
し出す「風土」は必ずしも一致していないのではないかと
いうことである。
　上杉は、評者が参加した研修会の講演の中で、「理想と
する学生像は、そのまま理想とする職員像に結びついて
いるものだ」と述べたが、「校風」と「組織風土」の違いを述
べたのと同様に、「理想とする学生像」とその延長として
の「理想としての職員像」が必ずしも一致していない、場
合によっては大きくずれているのではないかというとこ
ろに、職員組織を論じることの難しさがある。
　特に、私立大学の職員組織の中には、自大学の卒業生を
積極的に採用してきた大学もあり、そのような大学は職
員の愛校心という点においては他大学の追随を許さない
強力な威力を発揮するが、その一方で、自分が所属する組
織、いわば母校の問題を発見し、問題を解決するというマ
ネジメントにおいては、かなりマイナスの副作用を発揮
することになる。
　つまり、母校出身者比率の高い私立大学の職員組織に
おいては、「外側の視点で客観的に自大学を見つめる」と
いうことが生来、苦手だからである。
　『AERA』2011年10月３日号に、「大学は愛校心で選べ」
という特集があり、そこでは大学の同窓会組織などが紹
介されているのだが、その一部に「大学職員の母校出身比
率ベスト25」という統計資料が掲載されている。それを
見ると、第一位は東北学院大学で90.0％である。関西圏の
大学を上位から見ていくと、同志社大学が第三位で
84.3％、関西学院大学が第五位で68.7％、関西大学が第八

位で66.6％、京都産業大学が第九位で64.0％である。
　職員組織において母校出身者が高いということは、愛
校心に基づいた行動力という点では大きな成果を期待で
きるが、母校をひとつの経営組織として認識し、その組織
の問題発見・問題解決に努めたり、他大学と比較して自大
学の強みと弱みを客観的に分析するという点においては、
大きな制約要因になっているというのが評者の見立てで
ある。
　特に、大学経営において右肩上がりの時代が終焉し、ユ
ニバーサル段階に入った今、求められているのは、自分の
母校を外部の目で客観的にみたうえで分析する能力であ
る。上杉も、『IDE現代の高等教育』2011年11月号に掲載
された「大学職員は成長する」という論文の中で、私立大
学の職員組織における母校出身者の同質性について、次
のように述べている。「私立大学においては、十数年前ま
で職員採用はあまり計画性なく行われていた例も多かっ
たようだが、徐々に採用試験制度が普及し、今ではきちん
とした大学ではきちんとした競争試験が行われている。
自校出身者の比率が高い大学も多く、この大学を支える
のだという意識や自校への愛着が強く、教員とのコミュ
ニケーションのとれている大学も見られる。課題として
は、職業生活の大半を一つの大学内で過ごすため、視野や
経験の幅を広げる努力が必要だ。また、自校出身者の比率
は適度にして他校出身者もある程度は確保し、多様性を
保つことが必要であろう」11）。
　私立大学はそれぞれが建学の精神を持っているため、
特に愛校心あふれる自校出身者の多い職員組織において
は、大学と大学を比較するという発想自体が持ちにく
かったのかもしれない。自大学と他大学を比較すれば、自
大学の強みだけではなく、弱みも同時に見えてくること
は当然であるが、その弱みを客観的に認識し、問題解決へ
とつなげていく思考が、母校への忠誠心の高い大学職員
には弱い。なぜなら、母校の問題を発見し、解決へと導く
思考は、見方によっては、先輩批判にとられかねないから
である。
　私立大学における自大学出身者比率の高さに象徴され
る職員の愛校心と、問題発見・問題解決の積み重ねという
意味での大学マネジメントの両者は、今後どのように両
立しうるのかが、ユニバーサル段階を迎え、右肩上がりの
時代が終わった経営組織としての大学に問われている。

６．大学職員像を問い直す
　大学職員は、大学の外から来た人間からすると、どのよ
うに見えるのか。また、大学職員は、一緒に働いている教



高等教育フォーラム　Vol. 3, 2013

Vol. 3（2013） 113

書評・文献紹介

員の眼には、どのように映っているのだろうか。
　評者は、前任校では、５年間、教員として勤務し、現在の
勤務校では専門職員として勤務している。来春からは、他
大学で再度、教員として勤務する予定である。「教員→職
員→教員」という日本の大学においては珍しいキャリア
を積んでいる。なぜ、評者が教員と職員の間で行ったり来
たりしているかといえば、大学で携わってきた業務が「リ
メディアル教育」、「高等教育政策」、「認証評価」といった
分野の仕事であり、これらの業務は大学によっては教員
が担当していることもあれば、職員が担当していること
もあるからである。経済学部や法学部といった、いわゆる

「専門学部の教員とは異なった教育的な業務を遂行する
教員」が、大学には必要とされ始めている。2012年８月
に公表された中央教育審議会『新たな未来を築くための
大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に
考える力を育成する大学へ～（答申）』においても、教員
と職員の境界に位置する専門職の育成がうたわれている。

「学部等の縦割りの構造を超えて学士課程教育をプログ
ラムとして機能させるためには、教員だけではなく、職員
等の専門スタッフの育成と教育課程の形成・編成への組
織的参画が必要」12）、「各大学における教学システムの確
立に不可欠なファカルティ・ディベロッパー、あるいは入
学者選抜や教学に関わるデータ分析、テスト理論や学修
評価等の知見を有する専門スタッフの養成や確保・活用
のために、拠点形成や大学間の連携の在り方等に関する
調査研究を行う」13）とある。
　従来の大学組織であれば、そこには「教員」と「職員」の
二つの職域が存在し、お互いに協働できる面もあれば、そ
の一方で「教員」と「職員」の間に古めかしい主従関係に似
た構造があったことも否めない。大学を取り巻く問題の
発見・問題の解決に誠意をもって取り組もうとすれば、

「教員」と「職員」の両者を区分けする垣根は次第に低くな
り、教員と職員の間に広がる大学マネジメントに関する
第三の職域に取り組む人材の育成と確保が課題となって
くるだろう。
　上杉の著作を読む前に評者がイメージしていた「変わ
る前の」典型的な職員像も、上杉が著書の中で描いている

「変わる前の」典型的な職員像も、同じようなものである。
その典型的な「変わる前の」職員像のイメージとは、学内
で開催される種々の委員会や会議で目にする、何も発言
せず、ただひたすら議事録をとる職員の姿である。
　なぜ、このような職員像ができてしまったのか。もし仮
に、このような職員像を変える必要があるならば、大学に
おける業務において、教員と職員の間における了解をど

のように再検討する必要があるのか。
　職員の主体性を育成するために、上杉は次のような改
革ビジョンを掲げる。「職員も発信しなければならない。
後ろの席で発言もせずひたすらメモを取るという習慣を
抜け出し、自分の意見を持ち発言する習慣をつけなけれ
ばならない」14）、「部内の会議において、メインテーブル
には教員だけ（またはせいぜい事務長、課長）が座り、職員
は後ろでメモをとっているという例が多いが、事柄に本
当に関わっている職員はメインに座り、発言していく習
慣をつけなければならない。座席の座り方においても、年
功制や階層性は打破しなければならない。教員と職員が
じっくりと議論をする習慣をつくりたい」15）と述べる。
上杉は、東京大学の事務局長の時に、職員の主体性を育て
るために「業務改善の発表会、海外出張の報告会、新人研
修発表会など機会あるごとにプレゼンテーションをして
もらった」のだという。
　主体的な職員を育成するためには、大学において「授業
をする」という業務以外は、すべて教員が担当しようが、
職員が担当しようが構わないという認識を、教員も職員
も持つ必要があるのではないか。特に、教学における企画
機能を職員が担当することが、教員と職員の境界を切り
拓く開口部になっており、特に偏差値が下降傾向にある
大学の教学企画機能の再構築は、急務だろう。
　従来の教務課が時間割の編成をしたり、履修登録をし
たりという守備的な教務であるとすれば、その一方で、入
学前教育を企画したり、自己点検評価を執筆したり、FD
を運営したりという攻撃的な教務が求められている。高
校の成績が中位、または下位層の学生を多く受け入れて
いる大学においては、学生実態に合わせた教学企画機能
が重要になる。なぜなら、研究志向の強い教員は、リメ
ディアル教育やキャリア教育の展開には迅速に対応する
のが苦手だからである。
　国立大学が独立行政法人化され、いちばん問い直され
ているのが大学職員のあり方であり、「職員を変えること
によって、教員を変えていきたい」というのが上杉道世

『大学職員は変わる─東大SDトータルプランの実践─』
に一貫して流れる問題意識である。「物事に受身であり積
極的姿勢がない」16）、「大事なことはみな教員が決めるも
のだという逃げの姿勢である」17）、「外からどう見られる
かという感覚がない」18）、「文章が書けない」19）といった批
判が、ことあるごとに教員から出されているという。しか
し、このような職員像は、「職員自身の問題であると同時
に、長年にわたって教員がともに形成してきたとも言え
る問題でもある。また、歴代幹部職員の責任でもある」20）
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という。
　「大学職員のあり方は、極論すれば誰も真剣に取り組ん
でこなかった課題である」21）、「教員の多くは、大学職員
の現状に対して批判はするけれど、なぜそのような状態
になっているのか、それをどう変えていくのかという具
体論を持っている人はあまりいない」22）、「そして最も困
るのは、各大学の職員たち自身に、自分たちのあり方を真
剣に議論して考えていこうという動きがなかったことで
ある」23）という厳しい指摘は、どれも国立大学の職員だ
ろうが、私立大学の職員だろうが、思い当るところが大で
あろう。
　大学職員のあり方が問い直されているのは、国立大学
の場合、独立行政法人化がきっかけになっているが、学生
募集において厳しい状況に直面している私立大学でも大
学職員のあり方が問い直されているのは同じである。副
題を見ると「東大SDトータルプランの実践」とあるが、こ
れは決して東大の職員組織だけの問題ではない。

７．専門職員の類型
　新しい職員像として、上杉は次の三つの職員像を挙げ
ている24）。第一に、「経営企画を担う職員（マネジメント・
スタッフ）」である。第二に、「教育研究を直接支援する職
員（アカデミック・スタッフ）」である。第三に、「専門的業
務を遂行する職員（スペシャリスト）」である。

7.1．経営企画を担う職員
　経営企画を担う職員（マネジメント・スタッフ）とは、ど
のような職員だろうか。大学や部局の経営について、これ
からは経営判断が重要となってくるのは、言うまでもな
い。何をやってもうまくいった、大学にとっての右肩上が
りの時代は終わり、これからは自大学のみならず、他大学
の経営戦略もにらみながら、問題発見・問題解決を積み重
ねるマネジメントが求められる。
　上杉によれば、経営企画を担う職員とは、「経営判断に
必要な理論やデータをそろえ、分析し、政策を立案し、意
思決定を推進し、実施のための対内対外の折衝を行う」
25）職員のことである。経営企画を担う職員には、「豊富な
実務経験と分析力、企画立案力そして組織経営の知識が
必要である」26）と、上杉は述べる。

7.2．教育研究を直接支援する職員
　教育研究を直接支援する職員（アカデミック・スタッ
フ）とは、どのような職員だろうか。上杉によれば、教育研
究を直接支援する職員とは、「高度で多様な教育研究の推

進のため、教員のプロジェクトの企画に当初から参加し、
資金の獲得、プロジェクトの運営、対内対外の折衝などを
行う」27）職員のことである。教育研究を直接支援する職
員には、「様々な制度を熟知し、教育研究の中身にまであ
る程度立ち入ることのできる素養が必要である」28）と、
上杉は述べる。

7.3．専門的業務を遂行する職員
　専門的業務を遂行する職員（スペシャリスト）とは、ど
のような職員だろうか。上杉によれば、「基本的には、すべ
ての職員は何らかの専門性を持たなければならない」29）

という。専門的業務を遂行する職員とは「前例や諸制度を
よく知っているという従来型の専門性だけではなく、新
しい事態に対して次々に創造的に対処していくことので
きるいわば進化する専門性」30）をもった職員である。

7.4．アカデミック・スタッフの生成と競争的資金の申請
　高等教育センターが単なる高等教育の研究組織ではな
く、学内の教育活動を積極的に支援し、センターに所属す
る専門職員の能力を学内で発揮するのであれば、評者の
個人的な経験を参考にすると、その業務は競争的資金の
申請支援業務が中心となる。教員という立場で高等教育
に関する専門性を発揮できるのであれば、ファカルティ・
ディベロッパーとしての活躍も期待できるだろうが、職
員としての立場で高等教育に関する知見を活かそうとす
ると、結果として、競争的資金の申請業務が中心となると
いうのが、評者の個人的な経験である。つまり、学内の
グッド・プラクティスを誰よりも把握し、高等教育政策の
動向にも精通し、大学の内と外との接点で内部質保証を
踏まえながら教学企画や競争的資金の申請を担当できる
専門職員の育成が、私立大学の現場からの要求であり、専
門職員の現実的な生成の一事例であろう。認証評価、競争
的資金といった業務に、教員と職員の境界を切り拓く開
口部がある。

８．類型論に付随する現実的諸問題
8.1．職員像が転換する契機をどう見るか
　会議で何も発言せず、ひたすら議事録をとることに専
念する職員が、いわゆる「変わる前の職員像」の典型的な
イメージであるとすれば、上杉が述べる「経営判断に必要
な理論やデータをそろえ、分析し、政策を立案し、意思決
定を推進し、実施のための対内対外の折衝を行う」31）経
営企画を担う職員との間には、職員像に相当の格差があ
る。
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　職員一人ひとりが内発的に職員像の転換を図るのであ
れば、そのきっかけになるのは何だろうか。評者の私見を
述べれば、国公立大学の場合が「独立行政法人化」である
ならば、私立大学の場合は「教育情報の公表義務化」であ
るというのが評者の見方である。
　国公立大学だろうが、私立大学だろうが、大学職員像の
転換を促すのは制度的側面からの外圧であり、純粋に内
発的動機に基づくものはあまり期待できない。
　つまり、教育情報が公表され、特定の指標で大学間比較
を行うことが当たり前になった時に、既存の職員の間に
外圧をきっかけにした内発的な変化を起こせるかどうか。
そのような内発的な変化を起こす仕掛けを、SDプログ
ラムの中に組み込めるかどうかに職員像の転換はかかっ
ていると、評者は見る。

8.2．人事評価システムの複線化は可能か
　上杉が提示したように、「経営企画を担う職員」や「教育
研究を直接支援する職員」が出現した場合、かれら専門職
員の人事評価システムは、既存の人事評価システムに組
み込めるものなのか。それとも、新しい人事評価システム
を立ち上げ複線化を図るのか。
　現状における問題は、職員の専門性を望みつつも、既存
の人事評価システムや人事ローテーションが、それをう
まく扱えていないことから生じている。専門性の高さを
証明するには他大学でも活躍できることを示せばいいと
いう考え方もある。つまり、ひとつの大学に長く勤めるこ
とを前提としていない者もいる。しかし、別の見方をすれ
ば、専門性の高い職員を受け入れても、そこで長く働くこ
とができる人事制度が追い付いていないという面もある。
また、中途採用で専門性の高い職員を採用し、そのための
人事制度を作ろうとしても、既存の人事制度と折り合い
が付かないという問題が生ずる。
　仮に、中途採用で、雇用期間の定めのない「経営企画を
担う職員」や「教育研究を直接支援する職員」を採用した
場合、その専門性を客観的に評価し、経営組織の中に組み
込めるのかどうかは、内向き志向で、同質性の強い組織に
おいては、そう簡単には解決しない問題である。つまり、
専門職を中途採用で、雇用期間の定めのない職員として
採用できる大学と、採用できない大学とを分けている要
因は何なのかを探ることが今後の課題だろう。職員組織
の改革を論ずる場合、その組織が中途採用をどのように
行っているのか、様々な大学のケースを調べる必要があ
ろう。

8.3．職員の専門職化か、教員の職員化か
　職員の専門職化を志向しつつも、実際に運用するとな
ると、まずは高等教育センターや教育企画室などの教員
として採用し、「教員という身分でありながら、限りなく
職員に近い立場で業務をする」というのが、最近よく見ら
れる高等教育専門職の姿だろう。
　評者はこの現実にディレンマを感じているが、なぜ職
員の専門職化が進まず、「職員に近い立場の教員として採
用せざるを得ないのか」は、今後、議論が必要になってく
るところだろう。
　2012年８月に公表された中央教育審議会『新たな未来
を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続
け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）』にお
いても、教員と職員の境界に位置する専門職の育成がう
たわれている。そこで述べられている「専門スタッフ」は
職員を想定している。該当箇所を引用すると、「学部等の
縦割りの構造を超えて学士課程教育をプログラムとして
機能させるためには、教員だけではなく、職員等の専門ス
タッフの育成と教育課程の形成・編成への組織的参画が
必要」32）、「各大学における教学システムの確立に不可欠
なファカルティ・ディベロッパー、あるいは入学者選抜や
教学に関わるデータ分析、テスト理論や学修評価等の知
見を有する専門スタッフの養成や確保・活用のために、拠
点形成や大学間の連携の在り方等に関する調査研究を行
う」33）とある。答申の中に複数でてくる「専門スタッフ」
とは、「教員だけではなく、職員等の専門スタッフの育成」
と書いてあるので、答申が想定しているのは、高等教育専
門職としての職員なのだろう。しかし、現実には、職員組
織において専門性を評価する人事評価システムが未整備
のため、仮に整備しようとしても既存の人事システムと
の折り合いが悪いため、壁にぶち当たってしまう。その結
果、ひとまずは、高等教育に関する専門性を持った人間を、
教育重点型の教員として採用し、職員の領域に近いとこ
ろで、教学企画や質保証を担うわけだが、このような現状
を上杉はどのように見ているのだろうか。

９．おわりに
　職員像の転換の背景には、大学を取り巻く環境の変化
が大前提であり、きっかけは外発的なものである。私立大
学の場合は、教育情報の公表義務化が職員像の転換の引
き金になると評者は見ているが、ここで既存の職員が内
発的な反応を示すかどうかにかかっている。
　大学職員の専門職化とは、自分の属する大学の中だけ
で大学を考えるのではなく、他大学との接点で、または社
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会との接点で、自大学を客観的に分析できるようになっ
た場合に、初めてその必要性に気付くものである。すでに
気付いて対応している大学もあれば、気付くまでに長く
の時間を必要とする大学もあるだろう。
　上杉は、「変わる前の大学職員」の特徴として、「外から
どう見られるかという感覚がない」34）と述べているが、
評者は、この内向き志向が大学職員の変化を妨げている、
いちばんの要因であると見ている。競合する他の大学が、
どのような教育プログラムを展開しているのか、どのよ
うな入試広報を行っているのか、どのような人材採用を
行っているのかなど、他大学の動きにきわめて鈍感だっ
たのが日本の大学職員の特徴だろう。「外からどう見られ
るかという感覚がない」のが従来の職員ならば、これから
の職員は「外からどう見られるかが気になる」職員である。
　国立大学の職員が変わる契機が独立行政法人化ならば、
私立大学の職員が変わる契機は2011年から始まった教
育情報の公表義務化である。新聞や雑誌が先導する形で、

「正味の就職率」や「退学率」など、従来であれば表に出る
ことのなかった数字が、ここ数年で、明らかにされるよう
になった。それらの指標は大学間比較が可能な形で一覧
表にまとめられている。このような教育情報が公表され
始めたインパクトを、どのように職員が受け止めている
か。「正味の就職率」や「退学率」といった数字は、どちらか
と言えば、公表したくない数字である。しかし、公表せざ
るを得ない状況に追いこまれているのであれば、むしろ
検討すべきは、「就職が決まらない学生に、どのような就
職支援をしているのか」、「退学率を減らすために、どのよ
うな学習支援をしているのか」といった教育情報の発信
方策である。
　建学の精神が一つひとつ違う私立大学を、特定の教育
指標で比較するべきではないというのも最もな考え方で
あるが、建学の精神が大切なことは言うまでもないにし
ても、今までの大学職員は、あまりに他大学の動きに無頓
着であり、積極的に学外へ向けて情報発信もしてこな
かったように思われる。
　学内の教学に関するグッド・プラクティスを、他大学の
教学改革を視野に入れたうえで、学外に適切に発信でき
るのかどうか。「学内のグッド・プラクティスを学外に公
表すると、他大学に真似をされるから公表したくない」と
いった内向き志向は、情報公開時代には不適切である。教
育力に自信があるのであれば、学内のグッド・プラクティ
スを発信すればよい。それが他大学への波及効果が見込
めるのであれば、その波及効果こそ、教育力の証である。
　変えるべきものは、「内向き志向」という長く染みつい

た職員組織の風土である。組織風土改革を目的としたSD
プログラムは、かなりの長期戦となることだろうが、企画
力のある主体的な職員を育てるためには、避けては通れ
ない課題である。
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「信頼を実感できない組織」とは、「言い出しっぺは損をす
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うせ言ってもムダ」といった雰囲気があり、組織を安定さ
せているのは牽制的な人間関係であり、結果として、問題
が解決されずに沈殿していく。「信頼を実感できる組織」
とは、「自部門の問題解決に他部門が協力してくれる」、

「多少波風が立ってもきちんと伝えよう」、「上に頼るので
はなく自分で考え判断してみよう」、「人が人を助けたと
いったよい話がどんどん伝わる」、「問題を見つけたり、疑
問を持つと誰かが聞いてくれる」といった雰囲気があり、
組織を安定させているのはタテ・ヨコの信頼関係であり、
結果として、問題発見・問題解決につながっていく。評者
が感じているのは、いわゆるSDプログラムは、「組織の根
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「パイロットグループがメンバーだけで過ごす時間が長
ければ長いほど、また、独自に行動すればするほど、彼ら
は組織の他の部署からますます孤立し、遠ざかっていく。
異なる両者の行動パターンは、その孤立を深める。両者と
も、自分たちが正しくて相手のほうが間違っていると考
える。パイロットグループがつまずけば、それは誤った流
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